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   This article is to make a research on the global strategies by 4 major, IT manufacturing firms. Those 

leading corporations are Nokia, Ericsson, Siemens and Lucent Technologies. Under the on-going 

recession caused by unbalanced IT industries, solutions for recovering IT industries are extremely inportant 

in the global economy. This paper is to examine the current trends, issues and to forecast the future IT 

market, as a dynamic stage to the next economic transition.

はじめに

本稿はITバ ブル崩壊後のIT不 況下の世界主要ITメ ーカーにおける国際 ビジネス戦略をまとめた

ものである。筆者が訪問したンキア(フ ィンランド)、エリクソン(ス ウェーデン)、 シーメンス

(ドイツ)、ルーセン ト・テクノロジー(米 国)の 世界 トップ4社 を事例 として取 り上げている。ま

た、上記企業研究分析から得た情報、資料 に基づ き産業界全体 としてIT不 況 に対する欧米の対策

処方箋 を整理'している。IT産 業は世界経済の景気回復のけん引役 を果たすべ き位置にいるだけに、

再生への期待 は大 きい。本稿は、産業界が現在直面 している問題点、課題、展望を分析すること

によって解決策 を見い出 し、今後の経済発展 シナリオを再構築することが可能となると主張 して

いる。

第1章IT産 業の苦戦

IT不況の原因、背景を米国を例に整理すると以下のようになる。

1.CLEC(競 争的地域電話会社、バイパス業者)の 破産

米国では 「96年通信法」の成立によって、明確な競争促進策が打 ち出 された。この規制緩和策

が米国IT不 況の要因になるとは当時誰 も予想 をしなかった。ベル地域電話会社(RBOC)ぺ の地

域市場での競合 を歓迎 した結果、登場 したのがCLECと いう新興通信会社である。WLL(注1)な

ど高速インターネット・アクセス網建設ヘエネルギッシュに傾斜 した。IPO(新 規株式公開)が 相
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次 ぎ、資金調達 も.ベンダー ・7ア イナンスを含めラッシュ状態であ・うた。建設投資は1999年 に165

億 ドル、2000年 には245億 ドル(約3兆 円)とCATV業 界をしの ぐ旺盛な投資でここ4年 間の累積合 「

計額 は541億 ドルにのぼった。

しか し、借金漬けと需要減、料金低下 などのため赤字経営が露呈 し、機関投資家が将来の投資

回収の リスグを想定 して資本逃避を始めた。その結果は資金繰 りの困難が過剰設備 と債務を抱 え

たまま経営危機 を表面化 させた。現実 に資金力の無い大手CLECの テリジェント、ウィンスター、・

メ トロコムが破産法11条 の申請に踏み切 った。・表1に 破産 ・上場廃止事件をまとめてある。

表1米 新興通信会社の破産 ・上場廃止事例

ビジネス 企 業 名 事 態

ADSL
ノースポ イン ト

リズ ムス ・ネッ トコネ クシ ョンズ

破産法11条 申請

上場廃止

WLL
ウ ィ ンス ター

テ リジ ェン ト

破産法11条 申請

〃

MMDS ART 〃

lSP
PSIネ ッ ト

lCGコ ム

〃

〃

光 ファイバ ー 360ネ ッ トワークス 〃

360ネ ッ トワー クス グロ ーバ ル ・テ レシステム 上場廃止

出所)筆 者作成

2.ADSL市 場の淘汰(注2)

ブロー ドバ ンド時代の花形市場 ともてはやされるADSL市 場 にも激震が走 った。ADSL市 場 は

400万 世帯 に普及 し、CATVイ ンターネ ットと並ぶ地位 に浮上 した。1995年 来のインターネット・

ブニムから高速大容量、常時接続、低料金のブロー ドバン ド・ブームの火付け役であったDSL回

線業者の大手3社 が総倒れ してしまったのはショッキングな出来事 といえる。業者経由のサービス

の95%を3社 が占めていた。新ADSL業 者はインフラを持 たず、ネット接続はISPに 依存する。

1位のコバ ジド・コム社(本 社 シリコンバレー)は 約35万 世帯 カバーしていたが、会社更正法の

適用 となった。原因は第一に、電話局内に設置する装置の投資 に対 して収入が少なすぎる費用/

便益対比問題である。第二 に、株価低迷後、新規資金調達が思 うようにいかず、ナスダック店頭

市場に格下げされたほどの資金難に陥った点だ。

2位 のノ㌣スポイント社 は約15万 世帯 をカバー していたが、破産 した。原因はコバ ッド社 と同様

に追加資金調達がで きなかった財務危機であった。

3位 のリズムズ ・ネ ットコネクションズ社は会社更生法11条 適用を4月 に申請 した。7億 ドルめ

同社資産に対 して、8億5千 万 ドルの負債 を抱 え、追加資金の調達メ ドが立たなかったか らだ。

結局大手業者が市場脅 ら消 え、サバイバル出来たのは後発の大手電話会社経由のDSL事 業であ

り・月額料金を値上げする流れになった。資金力、人材、技術力 も中途半端な新興通信企業が規

制緩和 のITブ ームの波に乗っ1(参 入 し、ITバ ブルを助長 したが、バブル崩壊、IT不 況の引 き金と

なったのは皮肉と言えよう。

一126一



3.キ ャリアの過剰設備、過剰競争

キャリアのIT投 資は2000年 が前年比11%増 であったが、2001年 が5%減 以上となろう。投資減が

ベンダーの受注減を直撃 した。米通信産業の設備投資は民間の8-10%に 達 して米国経済の高成長、

10年 間の長期好景気の原動力 となって きた。 しか し、新興通信会社では過剰設備が料金下落競争

を生み、業績悪化を露呈させた。同時に過剰負債が資金繰 り不安を醸成 した。

〈 クエス ト、 レベル3の ケース〉 光ファイバー網をはじめ大型設備投資で建設 ラッシュが行わ
Fれた結果

、長距離通信の回線総容量 は2003年 に現在 の数倍に達する予測があるが、過剰設備→料

金下落の悪循環が始 まっ,た。また、ISPのPSIネ ットは、6月 初めに負債43億 ドルを抱 えて連邦破産

法11条 の会社更生適用が申請 された。

通信関連大手44社 の2001年 の設備投資予測は、前年比16%減 少 して1067億 ドルになり、GDPを

0.2%程 度引下げる模様 だ。2000年 は1240億 ドルの実績 を持ち、民間設備投資全体 の12%を 占め、

増加分の25%に 達 している。それが上述のごとく、'2001年は一変 して しまった。通信業界の負債

総額 は3000億 ドル(約36兆 円)に のぼ り、欧米通信産業の借入金の増大が7千 億 ドルに達 し、金

融市場が不安視一ITバ ブル崩壊が始 まったわけである。特に、新興通信会社10社 に対 し信用格付

会社のムーディーズ社が投資不適格に格下げた。170億 ドルの負債が焦げ付 く不安が理由だ。

4.モ バ イル ・イ ンターネ ッ ト

米 国の場合 、PCS(注3)イ ン フラ におい て、2001年 に は37.6%の 成 長が期待 され ているが、TIA

(米 国 通信機 械工 業会)の 予 測調査 に よる と、2002-2004年 は ス ローペ ース とな り、PCSイ ン フラ

の売 上 げは減少 す る。 セ ルラー ・イ ンフラ部 門の売上 げ はシス テムの成 熟 を反映 して、2000年 に

は165%の 減 少 とな った。 アナ ログか らデ ジ タル に変 わ るこ とに よって一 時的 に盛 り返す が2004

年 に は減少 となる。

ワイヤ レス ・アプ リケ ー シ ョンの一つ が、 ワイヤ レス端末 に よるイ ンターネ ッ ト ・アクセスで

ある。ベ ライ ゾ ン、AT&T、Nextel、 ス プ リン トはGoAmerica、YodaYoda.comの よ うな専用 の ワイ

ヤ レ・スISPを 持 ち、各 々モバ イル ・イ ンターネ ッ ト ・サー ビス を打 ち出 して いる。 また、・イ ンター

ネ ッ ト音 楽 を提供 す るSavos、 ワ イヤ レス ・検 索エ ンジンのSmartRay、 メ ッセー ジ ・サ ー ビス を提

供 す るUpoc等 の ようなニ ッチ ・コマース 、m一 コマ ース はe-mail、e一 コマース が有線 の イン ターネ

ッ ト利 用 を促 進 した よーうに、市 場 を活性 化 す る基 本 的なモバ イル ・イ ンターネ ッ ト ・アプ リケー

シ ョンが必 要 である。

これ らの動 向で わか る ように、3Gに よ るブ ロー ドバ ン ドが米国で可 能 になる前 で もモバ イル ・

イ ンターネ ッ ト市場 を先 行 させ て きてい る。2004年 ま で には、 ほ とん どの ワイヤ レス端 末が イ ン

ターネ ッ トにア クセス 出来る ようになる と予測 され ている。

日本 は3Gネ ッ トワー クの運用 を2001年 秋 に始 めた最初 の 国で ある。 日本 の無線帯 域 の不足 が

3Gサ ー ビス の導入 を加 速 してい る。韓 国、 中国 、香 港 のア ジア勢 も 「ケ ー タイ ・ブーム」 が続 く

で あ ろう。

米 国 は最 近 デジ タル ・ワイヤ レス を導入 した位で 日欧 に遅 れてい る。3Gラ イ セ ンス をオー クシ

ョンにか ける時期 は2002年9月 の予定 が先 送 りされ2003年 後 半 か ら2005年 の 問 になるで あ ろ う。

しか し、ベ ライ ゾ ン ・ワイヤ レス社 のウー レイ副社 長 は 「cdma20001Xに50億 ドル を投 資 し、第3

世 代 の準備 を始 める予 定だ」 と説 明す る。
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5.ベ ンダーの苦戦

欧州同様、キャリアが業績悪化(収 益低迷)→ 設備投資減少→ベンダーの受注減の構 図が米国

でも浮上 している。ITバ ブルの負の遺産が産業全体 に行 き渡った。米国の景気後退は19♀0-91年 に
一度起 き、ブッシュ政権が翌年の大統領選でクリン トン民主党政権誕生 を許 してしまった。それ

か ら10年 ぶ りの景気不振が境実化 した。95年 のインターネ ット・ブームが米国経済の牽引力 たな

り、ネ ットバブル→過剰生産→ネ ット機器、パソコン、半導体の過剰在庫→市場減少→半導体部

門の赤字化が表面化 してベンダーの総崩れが始まった。ちなみに㍉米国ではパソコン市場は半導

体需要の4割 を占める。従 っで、パソコン需要減→半導体不況を醸成 した(北 米の6月 売上げ前年

同期比は45%減 を記録)。

バブル期の高株価でス トックオプシ ョンによる有能人材の確保及びM&Aの 攻勢で事業の拡大が

計 られた。各社 はいわゆる成長主義経営 に徹 したが、バ ブル崩壊 と共 に、利益重視主義 に経営転

換 を余儀な くされた。ITバ ブル崩壊の負の遺産によってIT成 功のビジネスモデルが消 えている。

米ベ ンダーのルーター分野 トップ企業のシスコ ・システムズ社並びに光ネッ ト分野 トップのノ
ーテル ・ネットワークス社 を例に業績悪化の現状は下記の通 りである

。
〈シスコ ・システムズ〉 急成長企業のおごり、生産拡充策、積極的な企業買収に挑 んだ自信過

剰・超楽観主義 も今回のIT不 況で一変 した.今 年7月 期の通期決算では特別損失を出 し、最終利益

が約10億 ドルの赤字で、上場来初めての赤字を記録 した。株価 はピーク時の2割 に下落 している。

水増 し発注(必 要量2、3倍)が 常態化 していたが、在庫処分や レイオフ(8千 人)を 優先。最近は

組織の全面刷新 を断行 した。つまり、チェンバーズ社長の下に技術系 と営業系の2大 系列に組識 を

2分 させた。

〈ノーテル ・ネットワークス〉 新興通信会社向け売上げが4割 減少 し、ネッ ト企業向けは半減 し

た。人員削減計画は当初の4千 人 を3万 人に引 き上げた。M&A攻 勢の結果、ソノマ ・システムズ

(高速通信 システム)、 カイロス(光 部品メーカー)な どは、決算上123億 ドルのM&A関 連損失 を

出 した。暖簾代 を含む無形資産など新M&A会 計基準で巨額の損失を計上せざるを得な くなった。

第2章 企業の トリプル複合不況に対する克服対策

今回のIT、 金融、テロ3分 野が複合 した不況へのリスク対象分野 として、①経済不況、②株価下

落、金融不況、③為替変動(ア ジア通貨危機)、 ④テロ ・災害(ニ ューヨークの世界貿易センター

ビル倒壊、台湾や阪神の大震災、インドネシアの大洪水〉、⑤カントリー ・リスク(エ チオピアの

軍事クーデタ、アルゼ ンチンのデフォル ト)、⑥ コーポレー ト・ガバナ ンス(株 主などへの企業統

治の責任)、 ⑦通商法(米 国のリーガル ・ハラスメン ト、中国の携帯電話 などへの報復関税) 、⑧
セキュリテ ィ問題(ハ ッカー・ウイルス)、 ⑨損害賠償(知 的所有権、PL、 セクハラ)、⑩ 国際需

給市場予測の失敗、など10分 野に大別できる。

対策にはス ピー ドが必要なものが多 く、下記 に整理 した諸課題 をどう解決するかの処方箋を用

惹 した。一口で 「不況」 といっ・ても、 日米欧で原因、背景、経過は異なるから、グローバル単一

思考はナンセンスだ。

欧州の場合、「モバイル不況」が主要因だし、モバイル不況は欧州のみといっても過言ではない。

要因は①市場の飽和臨界点が早期 に到来 した点、②周波数免許オークシ ョンの高騰による通信事
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業者の財務悪化であ り、その余波で販売力、サービスが低下 した点である。こうした背景での企

業対策としては次の内容が実施 されつつある。

第1に 、音声通信中心のGSM→WAP(注4)の 不人気→データ通信移行への暗礁乗 り上げである。

対策 として、次世代規格のWAP2.oを 採用する。このシステムはiモ ー ドとの互換性を持つ。また、

来年夏に2.5Gサ ービスのモバイル ・インターネット装備のGPRS(注5)が 普及 し、実施先送 りの

IMT2000(3G)に スムーズにシフ トさせる。

第2に 、企業提携、買収の活発化である。 ソフ トウェア開発分野の企業提携(携 帯電話開発サイ

クルの性能が1年 で3倍 のスピー ド)が 人材、資金面で重要になっている。

第3に 、周波数免許料オークション高騰に対する対策として、ネ ットインフラの共有 など、モバ

イル ・インターネットの開放が挙げられる。

第4に 、MVNO(モ バイル ・バーチャル ・ネットワーク ・オペレータ)の 台頭である。仮想(無

設備)移 動通信事業へのネ ットワーク提供が注 目される。事業者 としてはビッサ ビ(ボ ーダフォ、

ンとビベンディの合弁)、・Zed(フ ィンランドのソネラ子会社)、 バージン(シ ンガポール、オース

トラリアで営業)、 オレンジ(フ ランス ・テ レコムの英子会社)、 カーフォン ・ウェアハウスなど

がス ター トした。

第5に 、イタリアで加入者の7割 を占めるプ リペイ ド方式(ユ ーザーは基本料不要)で マスマー

ケ ット普及に拍車 をかける作戦 も期待 できる。

上記 は欧州モバイル市場の事例である。 日本企業の国内及び国際事業分野での危機管理、新市

場創出への対応、パラダイム ・シフ トなどへの処方箋を紹介 したい。今回のテロ事件の教訓 とし

ては、

① 部品、材料の工場在庫方法見直 し、空港や港湾、道路の閉鎖ケースでの運輸 ・搬送方法の見

直 しと物流網管理。

② 外来者の入所管理体制、海外 出張 ミニマム化、欧州、米国内移動での自動車利用

③ 設備破損、電子商取引のプラットフォームのデニタやシステムの保護、電源供給停止及 び自

家発電設備のオーバーヒー ト対策

④ インターネットのセキュ リティ、情報 コンテンツの管理、通信設備のデータ ・バ ックア ップ

と復旧サービス体制

⑤ 国際テロ戦争はビン ・ラディン/タ リバンを倒 して も全 く終わらない認識で、社内に上述分

野 を陣頭指揮するCSO(チ ーフ ・セキュリディ ・オフィサー)の 設置、

が挙げられる。

次に、各社 の中期的策定 としては実行すべ き諸点を述べたい。

① 構造的問題

〉高収益体質の構築を目標 として、事業の選択と集中を徹底する

〉資材 ・原材料の効率的電子調達体制の強化

〉ネットワーク時代に適応 した付加価値の高いハー ドウェアの商品化

② 一時的、過渡期的な現象

〉現時点はIT革 命の進行上の調整期で次の技術革新へのつなぎ

>ITS、 ナノ、バイオ、エコロジ ーなど新技術市場 としのITリ ンク

③ 政策 ・国家戦略の前倒 し

〉構造改革の 目標は21世 紀型高度情報社会への効率的適合である。
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[〉「e-Japan5ヵ 年計画」の執行予算の前倒 し実施。つまり、単年度予算から複数継続予算に

変更 し、2005年 に4千万世帯ブロー ドバン ド環境整備計画 を前倒 し加速

④ グローバル展開の見直 し

[〉過度の一国市場依存の修正

[〉唯一元気な中国市場への進出強化(工 場人件費は25分 の1)

〉外 国為替の差損対策 として、ニューヨークなどの鹵際金融センターに国際金融業務専門子

会社の設立

⑤ 需給予測の精査

〉業界の需要予測をズ ピー ド経営時代 に合わぜて国内 ・世界市場 に区分 して四半期ベースで

徹底検証。今回はIT不 況の早期警戒予知が不十分。

〉同様な予測の正確 さの追求で腐心するTIA(米)、EICTA(欧 州)の2大 業界団体 との 日米

欧共同作業の必要性

第3章 世界IT企業の現状と課題

世 界 の主要IT企 業 の2001年 の 実績 は表2、 表3の 通 りで ある。 キ ャリア部 門では、 ベ ライ ゾ ン、

SBC、AT&Tな ど米 国勢 の活躍が 目立つ 。一方、 メーカー部 門では、IBM、 サ ムス ン電子(韓:国) 、

の躍 進 が注 目され る。本稿 で は、 下記 、A .ノ キ ア、B.エ リ クソ ン、C.シ ー メ ンス、D.ル ー

セ ン ト ・テクノ ロジー社 を事例 にITメ ー カーの動向、 ビジネス戦略 をまとめ ている。

表2主 要 キャ リアの実績2001年 一(単 位:100万 ドル)

会 社 売上高 利 益 総 資 産 時価総額 株主資本利益率 キャッシュフロー
NTT 93,249 3,791 173,311 66,434 6.8 24565

、瓢

ベライソン・コミュニケーションズ 64,707 10,810 164,735 134,836 14.2 23071

SBCコ ミュニケーションズ 51,476 7,967 98,651 128,123 24.1 17715

AT&T 67,306 5,617 242233 53,878 NIA 15884

ドイ ツテ レコム 36,874 5,338 111,905 64,994 9.7 15027
、噛

プリティッシュ ・テ レコム 29,707 1,850 79,694 43,51 17 5..3 11202

ベルサウス 26.,151 4,220 50,925 69,386 24.7 8577

テ レフォニカ 25,656 2,256 83,204 56,805 9.8 8525

フラ ンステ レコム 30,330 3,297 116,717 43,098 13.2 8454

NTTド コモ 38,283 2,986 48,292 136,104 11 7742

テ レ コムイタ リア 26,040 1,827 58,960 53,766 8.2 5893

ボ ーダ フオン 9,652 3,351 250,234 157,489 t8 5667

KPN 9,506 1,688 48,156 4,778 .9.1 4425

ス プ リン ト 17,688 1,971 23,649 17,743 6.3 4170

ワール ドコム 39,090 4,088 98,903 39,585 4.3 4088

クウェスト・コミュニケーション 18,954 995 73,501 21,545 2.1 3790

テ ル ス トラ 馳 11,649 2,049 18,909 32,268 39.5 3498
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表3主 要ITメ ー カーの実績2001年 (単位1100万 ㌦)

会 社 売上高 利 益 総 資 産 時価総額 株主資本利益率 キャッシュフロー

IBM 88,396 8,073 88,349 187,847 38.2 12586

シ ー メンス 78,361 1,881 81,1'69 43,030 8.7 7523

サムスン電子 26,474 4,644L 20,768
』『23
,625 26.5 6673

シスコシステムズ 22,293 3,086 35,238 124,092 11.6 5322

ノキア 27,360 3,627 17,915 98,700 40.2 4232

ノーテル ・ネットワークス 30,293 ▲2,957 42,227 18,626 NIA 4138

モ トロー ラ 37,580 1,318 42,343 36,226 NIA 3670

出所)表2、 表3共 に 、"世 界1000社 番 付"「 日経 ビ ジネ ス」2002年1月7日 号

A.ノ キア

1865年 にノキア という町のノキアとい う川の近 くにパルプエ:場を設立 したことからノキアとい

う企業名称が使用 されてお り、1980年 代 にはコングロマ リットとして、 ゴム長靴、TV、 電 力供給

など手がけていったがその後、電気通信 に事業焦点 を絞 り込み1991年 に事業の100%を 電気通信

関連 として急成長 している会社であることは有名である。現在 は世界一のモバイル ・メーカーに

躍進 している。

1.2000年 の 事業概 要

ノキア ・グ ルー プ と しての売上 高 は、1996年 よ り2000年 で4.6倍 とな り、1997年 と比較 して も

3.4倍 で あ り、 まさにJカ ーブの成 長 を続 けて いる と言 える。

a.売 上 高3兆364億 円

b.営 業 利益5778億 円

c.研 究 開発 費2583億 円

d.従 業員数60289人

(2000年/1999年 比+54%)

(2000年/1997年 比+240%)'

(2000年/1999年 比+48%売 上 高比 率19%)

(2000年/1997年 地+310%)

(2000年/1999年 比+47%売 上 高比 率8.5%)

(2000年/1997年 比+240%)

(2000年 比/1999年+9%)

(2000年 比/1997年 比+60%)

注;(ユ ー ロの レー ト=99.96円)

2.新 組 織

ノ キアの ビジネス ・グルー プは次 の4つ のBUに 区別 され 「コネ クテ ィング ・グルー プ」 をス ロ

ーガ ン として事業展 開 している
。

(A)ネ ッ トワ「 クス

(B)モ バ イル ・フォン

(C)ベ ンチ ャー ・オー ガナイゼー シ ョン

(D)リ サ ーチ ・セ ンター

2000年 の 売 上高 の72%を(B)の ノ キア ・モバ イル ・フ ォンが 占めてお り、25%を(A)の ノ キ

ア ・ネ ッ トワー クが確 保 してい る。 ネ ッ トワ ーク事 業 も2000年/1999年 比 の売上 で+36%、 営 業
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利益で+26%と 延びているが、モバイル ・フォンの売上高伸び率+66%、 および営業利益伸 び率

57%が 脚光 を浴びた。

前回訪問 した調査の1997年 ではくモバ イル ・フォンの売上高に占める割合は、51%で あ り、 こ

の3年 で21%も 上昇させ、携帯端末事業が会社の牽引役 となっている事が分かる。

3.地 域 別 売上 の構成

2000年 の 売上 の地域別 割合 は、.ヨー ロ ッパが52%、 ア メ リカが25%、 ア ジ アが23%、 とな って

お り、前 回訪 問 した1997年 の3年 前 の調査 デ ー タと比較 しての相違 は、 ア メ リカ地域 が7%程 度 の

伸 びがあ り、 ア ジア太平 洋地域が率 でほぼ横 ばい、 ヨーロ ッパが1%程 低 下 し、 フ ィンラ ン ド自体

は5%あ っ た もク)が2%に 満 たな くなって い る ことが挙 げ られ る。面会 した役 員 は、 「フ ィン ラ ン

ドの市場 は、人 口約500万 人 の市場 で しかない こ とか ら重要 でない」 と明言 して いた。 また、 ヨー

ロ ッパ で の売上 高で は、 ス カ ンジナ ビア地 域 が48% 、 中 央 及 び西 ヨー ロ ッパ が39%、 そ の他 が

13%と な ってい るQ

一 方
、2000年 で の国別売 上 の トップ10は 順 に米 国/中 国/英 国/'ド イ ツ/イ タリア/フ ラ ン .

ス/ブ ラジル/フ ィリ ピン/オ ース トラ リア/ス ペ イ ンとなってい る。 また、 日本 市場参 入 につ
ヌ

いては、次世代携帯電話の標準化でNTTド コモと協力 しつつ研究所の設立や大学 との共同研 究に

より、次世代での市場の参入を計画している様である。 』

4.従 業員数

2000年 末で60289人 であ り、年間9%増 となっている。3年 前の調査時での人員数の約1 .6倍に膨

れ上が っている。最近の市場の状況により見て人員の増加 については、警戒感を持ってお りワー

ル ドワイ'ドに人を採用 しているが、2001年 末採用 を抑制 した。特に効率的な目標を掲げ、パー ト

ナー化 を推進 しネットワーキングによる会社運営を目指すとーしている。

2000年6月8日 には～9ヶ 所の携帯電話製造工場のうち、 ドイツにあるボッヘム工場の事業縮小

計画 を発表 した。年内 を目途に300人 の削減 を予定 し、2001年 の市場成長の減速傾向が施策として

現れ始めた様である。

5.2001年 の状況

1～3月 期 は、8007百 万ユーロの売上があ り、その部門別内訳 としてネットワークが25%、 モバ

イル ・フォンが73%、 ベ ンチ ャー ・オーガナイゼーションが2%と なっている。売上高の伸びの

勢いがズローダウンしてきている気配が感 じられるが、追従 している他社 に比較 して圧倒的なに

優位状況である。.米調査会社ガー トナーグループによると、2001年1～:3月 期の携帯電話販売台i数
のシェアは1位 ノキアが35.3%に 上昇 し、2位 モ トローラが13 .2%、 ・3位シーメンスが6.9%、4位 エ

リクソンが6.8%、5位 サムス≧電子(韓 甲)が6.3%で あ り、2位 から5位 までの合計でもノキアー

社分 に及ばない状態である。

.同社 は今年1月24日 に2001年 の決算を発表 した。第3・ 四半期連続の減益 とな り、年間で前年比

44%の 減益 であった。2001年 の携帯電話端末の世界市場販売台数は前年比約8%減 少の3億8000万

台 と、当初予測をかな り下回った。同社 の端末売上台数は1億4000万 台、シェアにして約37%と2

位のエ リクソンに大差 をつけて世界の トップの座を維持 している。同社の昨年第4・ 四半期の業績

は売上数87億8800万 ユーロ(前 年同期比5%減)で 、主力部門の携帯電話端末 は売上げが前年同
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期並みであった。が、基地局などインフラ ・ネットワーク部門は17%も 減少 し営業赤字に転落 し、

減益の主因になっている。 なお、同社は今年の世界携帯電話市場の予想需要 をGPRS、3G用 の新

型機種の発売で、4億2000万 から4億4000万 台に回復すると見込んでいる。

6.将 来に向けての研究開発投資

研究開発 には、意欲的に取 り組んでお り2000年 末には、全従業員の30%相 当の19304人 を投入

している。それでも十分でないため、ワール ドワイ ドで40万 人のディベロッパーをリクルー ト・し、

大 きなソフ トウ手アのコミュニティを形成 している。 また研究開発費は、2000年 には2583億 円で

売上比8.5%、 金額の前年比伸 び率が47%と なっている。1999年 での売上比は8.9%で あり、比率

では若干抑制方向の ようであるが、フィンラン ド全体の研究開発投資の約30%が ノキア1社 で占

めてお り、国内での最重要企業 となっている。

またR&Dと しては、サービス、 ソリューション、ソフ トウエア開発、デザインなどに力 を入れ

て、研究費の大半は人件費である。その一方機器用新 ソフ ト開発 という考えで各種研究が進め ら

れると共に実力のある他社 と提携することや ノキアの ソリューション部 門をパー トナーに展開 し

ている。 またベンチャー ・キャピタルとして6億 ドルの投入 も実行 してお り多様 な形の活動 を展開

している。

7.ベ ンチ ャー ・オ ーガナ イゼ ーシ ョン

このベ ンチ ャー投資 資金 の組織 は作 られて2年 経過 した ところであるが、将 来 を見通 して投 資 を

してい る。米 国、英 国、 ドイ ッ、 フィンラ ン ドの25の 会 社ヘ ベ ンチ ャー ・パ ー トナー と して投 資

をす る と共 に ノキ ア ・イ ン ターネ ッ ト ・コ ミュニ ケー シ ョンズ をアメ リカの カ リフ ォルニ ア州

(マ ウ ンテ ン ・ビュー)に 設立 してい る。特 に、 ネ ッ トウーク ・セ キュ リテ ィ/ネ ッ トワーク ・プ

ロ ダクシ ョン/バ ーチ ャル ・プライベー ト ・ネ ッ トワークの分野 に注 目して活動 を続 けている。'

今 後 の投資 地域 と しては、 イス ラエルや アジア太平洋地域 な ども考慮 してい る。

8.次 世代(3G)に 向けての対応

①GSM(注6)か らの展開

GSM方 式では、100以 上の通信事業者 にネットワーグを売ってお り、GPRSは60以 上の通信事業

者 に対応 している。技術 進展の流れに則 して、端末の利用形態 としてSMS(シ ョー ト・テキス

ト・メッセージ)か らモバイル ・マルチメデ ィアへ変化 し、高価値サービスで トラフィックが増

加 してい くことを狙っている。このことに通信事業者 は価値 を見い出せると見てお り、モバイル

情報社会の構築に目標 を定め、特 に端末、アプリケーション、技術の3点 を"黄 金の三角形"と 把

握 し、2G→25G→3Gと 進展するに従 ってそれぞれのフ舌一ズで考えなければならない要素が増大

する。また、3Gに 向けて2001年 をGPRSの 年 としている。即 ち端末機 としては現状の市場状況や

通信事業者の資金力から見てGSMの 資金 を先ず生かすマーケ ットとしてGPRS方 式に焦点を当て

ている。さらに、3G時 代 に向けてデュアル ・モー ドの端末機の準備 を考え、将来に向けての各種

端末機が提案 されている。

② アプリケーションの展開

モバイル ・パー トナーが大事 と考 えてお り、ヨーロ ッパの通信事業者 も勉強中である。その中

で音声 と映像 の同期の問題やライブの画像伝送 などリアルタイム性の検討 などネッ トワークにイ

一133一



ンパク トを与 えるこ とも出て きてお り、通信事業者 としても事業発展のためには検討が必要 なこ

とが出てきている。

特に、消費者一コネクシ ョン ・コンテンッとつなが りの中で通信の品質が大事であ り、ポータ

ル ・サービス として、マーケットも大 きい順に情報、音楽、料金、ホームショッピング、ゲーム、

eメ ール、広告等が挙 げられる。

③マーケッ トリサーチ

研究開発の中で約1400人 がマーケッ トリサーチに携 わってお り、英国、イタリア、 シンガポー

ル、 日本、メキシコ、ブラジルなど全世界 に人員 を配属 している。その内70%の 人が大学院レベ

ルの学位 を持っており、さらに42力 国から人材 を集めている点は注 目に値す る。

また、 リサーチセンターの研究所 としては、次の7研 究所がある。

●通信システム ●モバイル ・ネッ トワークス 齟

●電波通信 ●ス ピーチ ・オーディオ ・システム

● ビジュアル通信 ●エ レク トロニクス

● ソフ トウエア技術

9.ベ ンダーファイナンスの対応

次世代事業免許取得がオークシ ョン制 とな り、多額の資金が必要 とな り欧米 の通信会社の借入

や社債 による資金調達が非常に多額 に成 っている。そのため、事業者は次世代 に向けて基地局設

置などのインフラ整備 のための資金が必要 とな り、ベ ンダーにファイナンス面での支援 を求めて

きている。

ノキアは、従来からフィナンスに関 しては保守的な方針をとって きたが、通信インフラへの投

資のために銀行などと連携 してベ ンダーファイナ ンスに応ずるようになってきている。カンペニ
ーの方針 と承認プロセスを定め決断をして、その結果 として、1999年 には600百 万ユーロ(約600

億円)、2000年 には約2倍 の1226百 万ユーロ(約1226億 円)と 急激に増加 して きている。資金 は、

バ ランスシー ト上で固定負債 として907百 万ユーロ、流動負債 として319百 万ユーロを計上 してい

る。新規通信事業者参入 と過当競争 による経営悪化 を受けて、ベンダーファンス も焦げ付 くケー

スも出ている。

10.ノ キアの戦略

ノキア ・モバイルのアラフータ社長の説明は、自信 に満 ち溢れている。 ヨーロッパの一部のキ

ャリアは、英、独等でのオークション費用問題 を抱 えているが、キャリアにとって新 しい世代に

向けてチ ャンスを迎えていると考えている。通信市場 とりわけモバイル情報社会の進展を確信す

るものであった。特 にノキアのモバイル端末の販売台数は、1999年 が7850万 台であったのに対 し

2000年 は1億2800万 台と台数ベースで+69%の 伸びを示 している。

これまで1機 種100万 台以上の生産 を目標 にして大量生産す ることにより、市場価格形成のリー

ダーとなってお り、今後 もこのポジションを保持 してい くものと思われる。

一方アウ トンソーシングのEMS(注7)に ついては
、生産技術が コアとい う認識で、中国におけ

る100%出 資の生産工場など価値の高い工場 を持っているごとと、ネッドワークで結ばれた優れた

ロジスティックとそのシステムを組み合 わせて事業を今後 も進めてい く。そのため、アウ トソー

ス率は20%以 下を堅持すると、明言 していた。F
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しかし、,昨年6月 になって事業縮小計画 として人員削減計画 を発表す るに至っているが、 この市

況を乗 り切 り、さらに強い体質のベンダーとして成長 してい くか注 目される。

B.エ リクソン

1876年 にラーズ ・マグナス ・エ リクソン氏がス トックホルムに電話機修理工場 を設立 したとき

か ら会社 の歴史が始まっている。18ケ8年 に電話機の製造 を開始 し、1894年 には中国へ納入す るま

でとなり、1975年 に大ヒット商晶であるデジタル交換機AXEを 開発 している。

その後1982年 にエ リクソンと社名 を呼3よ うになった。一方、移動通信 システム事業 では、

1991年 に ドイツでGSMネ ッ トワーク実現に貢献 してお り、1992年 より移動電話の開発 を開始 し、

その後 日本へPDCシ ステムの販売など世界140国 での展開を継続 している。最近では、マイクロソ

フトや ソニーとの提携やモバイル電話の製造 のEMS(外 注電子製造)化 が大きなニュース となっ

ている。

1.2000年 度の事業概要

前回の訪問調査(1997年 分)を 基準 として、今回調査では2000年 は、1.

てお り、その他の項 目も含めて堅調な事業を推進 している。

a.売 上 高3兆1460億 円

b.営 業 利益3584億 円

c.純 利 益2417億 円

d.研 究 開発 費4821億 円

e.従 業 員数(2000年/米)105129人

6倍 も売上高を上げ

(2000年/1999年 比+27%)

(2000年/1997年 比+63%)

(2000年/1999年 比+77%売 上 高 比11.4%)

(2000年/1997年 比+66%)

(2000年/1999年 比+73%売 上 高比7.7%)

(2000年/1999年 比+27%売 上 高比15.3%)

(2000年/1997年 比+100%)

(2000年/1999年 比+1.7%)

(2000年/1997年 比+4.3%)

同社 の急成長要因としては、(イ)GSM方 式、デジタル移動通信システムの波に乗って世界標

準化ヘ シフト、(ロ)国 内市場が小 さく、グローバル戦略 を当初か ら策定、(ハ)卓 越 したマーケ

テ ィングカ とグローバル事業拠点の活用、な どが挙 げられる。 これら諸要因は上述のノキアとも

類似 している。

エ リクソンの2000年 の部門ごとの売上高 と営業利益を見ると、2000年 の売上高の70 .9%を ネ ッ

トワーク事業者向けが占め、携帯端末機 などを含む消費者製品分野は20.6%で ある。 また売上の

伸 び率 も1999年 に比較 してネットワーク事業者分野が+29%で 大 きく延ば している。

前回調査の1997年 データと比較 してみると、携帯端末機 などの消費者製品分野が約4%寄 与度

を落 としてお り、変化 トレンドがわかる。

一方営業利益は、ネッ トワーク事業者部門が全体の約1.6倍 であ り、エ リクソンの利益のほとん

どを稼いでいる。その反面消費者製品分野は、2000年 には、消費者製品の追加 リス トラ事項の費

目で80億(SEK)を 計上 している。その中で携帯電話製造のEMS化 へ と戦略を変更 したことの一

端が理解できる。

2001年 には、組織編成を行い下記の5つ の部門に分けて運営開始 してお り、その成果が注 目され

る。
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●モバイル ・システム・ ●マルチ ・サービス ・ネッ トワーク

●消費者製品 ●データ基幹 ・光ネットワーク

●グローバル ・サービス

同社 は、今年1月25日 に2001年12月 期(通 期)の 決算 を発表 した。売上高は前年比5%減 の2110

億 クローナ(1ク ローナ=約13円)、 最終損益は211億 クローナの損失で、初の年間赤字 を記録 し

無配 となる。主因は、世界の通信事業者がネッ トワーク ・インフラ投資を抑制 し、またモバイル

分野 も伸 び悩んだ点である。2002年 は世界の携帯電話市場の回復(前 年比10%増 の4億3000万 台)

の予測 と、同社のリス トラ効果で黒字に転換する見込みだ。

2.地 域 別売上 の構成

、2000年 の 地域別売 上高 の割 合 は、西 ヨー ロ ッパ が36.7%で 売 上額 の伸 び率17%、 中 東 ヨー ロッ

パ 、中東 ア フ リカが13 .8%で 年 伸 び率 が27%、 北 ア メ リカは12.9%で あ るが伸 び率 が40%、 ラ テ

ン アメ リカが16%で 伸 び率 が46%と 一 番 伸 び てい る。 ア ジ ア太 平洋 地域 は、20 .6%で 伸 び率 は

25%と な ってい る。

前 回調査(1997年)と 比較す る と、売上寄 与度の低 下 した地域 は、 フ ィンラン ド国内分(6%か

ら3.2%)、EU(39%か ら34.5%)及 び アジ ア太平 洋地域(26%か ら20.6%)で あ り、 フィ ンラ ン

ド国 内分 は、金 額 自体 も減少 傾 向 にあ る。寄 与度 の増 加 した地域 は、北米 、 中南 米(24%か ら

29%)と 欧 州 諸国 とその他 地域分(44%か ら47.2%)と な ってお り、事 業展 開地域 の変 化が見 ら

れ る。

3.消 費者製品分野

2000年 における世界 における端末機の伸びは+47%で あ り2億7800万 台から、4億1000万 台 とな

っている。その中でエ リクソンか らの出荷台数は4330万 台 とな り前年比で+38% 、売上高で+

21%の 伸びを示 している。特に2000年 においては、キーコンポーネン トサプライヤーの工場の火

事で部品入荷遅れや品質問題があ.り、納期遅延な どが発生 し特別値引 きな どの対策 をしなければ

ならなかった。営業利益でマイナス を計上 しているがその約半分は、 リス トラ経費であり2001年

後半には、プラスに転 じてい く計画である。

前回調査では、同部門ではモバイル ・フォン及び端末 というセクション名であ り、その部門と

して比較すると、売上は2000年/i997年 比で1.3倍(56.3SEKm/41.7SEKm)、 従業員数 も、1.3

倍(16840/12320人)で あ り、エ リクソン全体 としての伸びは、1.6倍 であ り、それか らすると社

内的には伸びの低い部門と位置付けられている可能性 もある。

今後、開発 ・設計は、ソニーとの提携を推進すると共に、従業員含め工場を製造会社に売却す

るなど携帯端末機の全面EMS化 を進めてい く戦略である。

4.ネ ッ トワーク事業者分 野

この部 門は、売 上高 の70 .9%を 担 ってお り、従 業員 は70317人(全 社 の66.9%)で あ り会社 の利

益 のほ とん どを稼 いで い る。 その ためエ リクソンの柱 と位 置付 け られ る分 野で あ る。特 に固定網

にお いて は、強 い立場 を保 持 してい る。主 な事例 と して は、 ク ォル コム社 の イ'ンフラ部 門の買収

や、 デ ー タや イン ター ネ ッ ト ・トラ フィ ックのパ ケ ッ ト交換 への対応 が うま く行 ってい るこ とが

挙 げ られ る。特 に2000年 に は、先端AXE、ENGINE(ソ リ ュー シ ョン)、GPRSやCDMA用 対 応 な
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ど新 商 品 を出せ た こ とが大 きな要 因であ る。今 後2G用 イ ンフ ラでの シェ ア を延 ばす と共 に2.5G

(GPRS)で もマ ジ ョリテ ィー となる強い方針 を掲 げてい る。特 に ヨーロ ッパ と共 に ラテ ンア メ リ

カや アメ リカでの通信事 業者 は2.5Gが3Gへ の トラ ンジ ッシ ョンパス と見 てお り、 エ リク ソンは、

GSM/GPRSで の マ ーケ ッ トリーダー を自称 して 、モバ イル ・イ ンターネ ッ ト ・ソ リューシ ョン

の主 なベ ンダー と して また、 ブロー ドバ ン ド(注8)でIPの マ ルチサ ー ビス ・ネ ッ トワークのサ プ

ライヤー として トッププ レーヤー を狙 ってい く計 画 である。

5、新 しいサービスに向けて

①WAPサ ービスでの状況

ヨーロッパのすべての関連企業は、日本で何が起 きたのか(iモ ー ドブーム)に 注 目している。

中でもエ ン ドユーザーへ のサービスでの中味 とどの ようにブームになっているか、同じようにヨ

ーロッパに持 ち込んで成功するのかが重要な課題 となっている。一方WAPで は、多 くの人が期待

はずれと失望 してお り、次の点で成功 していない。
』
(A)マ ニュアル;マ ニュァルが複雑

(B)個 性化;サ リビスに制限がある(WAP対 応のコンテンツが少ない)

(C)ス ピー ド;サ ービスが出るのに時間がかかる(約2秒 以内を期待)、

(D)ク リック;サ ービス利用のためのクリックが多い(3回 以上は不要)

丐ン ドユーザーをリサーチ してみても、上記の点が 日本のiモ ー ドとWAPの 差 として浮かび上

がって くる。 よって提供するサービスが望 まれない ものであれば事業化はないので、エン ドユー

ザーが使 うものがで きるかがカギであ り、個人のためのプラッ トホームや世界中どこでも個人の

端末が同 じ操作で使 えるといったことが望 まれる。

②iモ ー ド・ライ クの導入 に向け て

現 在 欧州で は、GSMベ ー ス のチ ャ ッ ト向 けサ ー ビス利用 が急増 してい る。 よってGPRSに よる

パ ケ ッ トベ ース の イ ンフラが整備 されれ ば、通 信料 金 の値下 げ と共 に高 速化 が実現 で きるため、

GSMベ ー ス のSMS(シ ョー ト ・メ ッセー ジ ・サー ビス)か らMMS(マ ル チメ デ ィア ・メ ッセー

ジ ・サ ー ビス)へ 需要 が シ フ トす る と予想 され る。 その ため 日本 でのiモ ー ドに関す るサ ー ビス

や アプ リケー シ ョン技術 の導入 を研究 してい る。

エ リク ソンで は、 ベ ンチ ャーの活 用 に よっ てス トリー トウエ ア とい う コンセ プ トでiモ ー ド ・

ラ イ ク ・サ ー ビスの展 開 を研 究 して い る。特 に端 末 と しては、 携帯 電 話 だ けで な く、 自動 車、

PDAな ど まで含 め メールか らカ ラース クリ胞 ン、 グラフ ィカルな ブラウザ、 ステ レオ音 楽 な どを

含 め た、ス トリー トウエ ア ・フ ォーマ ッ ト&ス タ ンダー ドとい った オープ ンな もの を定め、25G

とか3Gに 左 右 され ない もの を研究 してい る。

また、ネ ー ミング もWAP2.0、iモ ー ド ・ライ ク、eモ ー ド、 ス トリー トウエ ア、 ユー ロ ・モー

ドな どを候補 に考 えてい る。'

また考 え られ るサ ー ビス メニュー として は次 の よ うな物が挙 げ られてい る。

パ ーキ ング、 トレー デ ィング、切符手 配、 ゲー ム、 ギ ャンブル、 シ ョッピ ング、 ク レジ ッ トカ

ー ド
、 イ ンス タン ト ・ポス トカー ド、方向、 デー ト、調査 な どである。

1999年 か ら2000年 に かけて トラ フィックは、 デー タ ・トラフ ィックが音声 を越 してお り2003年

頃 の伝 送ス ピー ド2Mbpsに 向 けてモバ イルデ ー タ革新 が進 む と考 えて いる。 その 中で もサ ー ビス

一137一



柔軟性が最重要課題であ り共通技術はやはりIPということになる。

③新 しい世界に向けての構造

回線交換の通信からア ドレスを持ったパケヅト交換のデータ通信へ とパラダイム シフ トしそ来

てお り2つ の融合が進 むと共 に2両 方 とも延びてきている。構造を見ると接続一コン トロールーサ

ービス とたてにつながった形 に重点が置かれている
。 また、コントロールと接続性 は、今は結び

つきが強y・が将来は分かれると見てお り、今後は横 につながる形が進む と見ている。垂直型 とは、

通信事業者がISP、ASPや コンテンッなどを囲い込み、その利用料金を徴収するビジネススタイル

と括 らえるものである。水平型 とは、通信事業者の上記囲い込みがオープン化 されクライアン ト

が直接ISPやAspと コンタク トするか、もしくは、通信事業者のゲー トを使用 しない形態をイメー

ジし、場合 によっては料金も通信事業者 を介さないで支払 うビジネスモデルを考える。

エリクソンの戦略 も垂直型か ら水平型でマルチアクセス ・ネ ットワーク化 に取 り組み、業界の

リーダーを果たすことにある。

6.GPRSかUMTS(第3世 代携帯電話)に ついて

短期的導入にはGPRS、 長期的にはUMTSで あ り、GPRSがUMTSへ の.ブレーキとなることはな

い。その考えの下 に、デュアル ・モー ド・サービスに向けて検討をスター トさせてお り、昨年の

クリスマス頃よりGPRSの 売上の伸 びに期待 している。更 に今年のUMTSが ターボ役 として市場が

活性化 されると予測 している。その中でもサービスの組み合わせによって、 より複雑化す ること

は明 らかであ り、`サービスのネットワー.クとしてオープン、柔軟さ、計測性が必要 となる。エ リ
クソンとしてもアプリケーションに力を入れてお り、メ ンバニの加入 を推進 して＼情報提供 と共

に、誰でもアプリケーシ ョンを提供できる環境を整備 してきている。

特 にWAP2。0に は期待があり、端末機 とのインターフェイス となるXHTMLな ど現在作業中であ

る。また、エ リクソンとしては、通信事業者を需要顧客 と見てお り通信事業者に成功 して もらい

たいと思っている。特にMVNO(モ バイル ・バーチャル ・ネットワーク事業者)と してバージン

社などの例があるが、アーキテクチ ャーが開かれたものであればMVNOの 出現のチャンスが出る。

しかし、サー ビスネ ットワーグを手に入れて トラフィック増 などを仕掛けて くるだろうが、これ

を通信事業者が どう評価するかが問題 となる。

最後 に3G(第3世 代携帯電話)に 向けてGPRS、EDGEetc色 々と言われているがエンドユー

ザーへのサービスが重要であ り、例えば料金において もクレジッ トに して も請求方式で リアル ・

タイム性が必要となるなどこれまでと違ったもの となって くると予想 している。エ ン ドユーザー

が使 っで くれるものの、使えるもの、使いたいと思 うくらいシンプルなものなどをうまくタイム

リーに提供できるかが、業界 としての課題である。

7.ベ ンダ」ファイナンスの対応

次世代事業免許取得がオークション制 とな り、多額の資金が必要 となり、欧米の通信会社の借

入や社債 による資金調達が非常 に多額に成っている。そのため、事業者は次世代 に向けて基地局

設置などのインフラ整備のための資金が必要 となり、ベンダーにファイナンス面での支援 を求め

てきている。

エリクソンは、2000年 初めに法人顧客 ファイナンス とい う組織を設けて投資について専任する

体制 としている。この件 については、他のファイナ ンス と区別 し直接CFO(チ ーフ ・ファイナン
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シャル ・オフィサー)ヘ レポー トしリスクマネジメン トする形 をとっている。

特に、通信事業者か ら早期に新規事業計画の入手 と事業についてディス カッシ ョンできること

や事業者が健全な発展 をして、 よい関係 を継続す るという点で、ファイナンスの要請に応 じてき

ている。

か くして、不良負債化 した ものはないもののベ ンダご ・ファイナンスの累計額 は2254億 円と多

額に成っている。

8.規 制関係 について

日本市場への参入のため、将来GPRSと3Gの デュアル端末が実現できた時、その端末 を日本での

3G時 代 に販売できるように道筋をつけたいとの狙い を持っている様である。

業界やベ ンダーの問題ではない としつつGSMを 日本市場で展開できない苦言を遠 まわ しに説明

されると共にMRA(相 互認証)や 環境問題に対応する重要性 を、同社幹部は指摘 している。MRA

は、日欧で協議が進められているが、オース トラ リア、カナダ、ニュージーラン ド及び東欧諸国

で合意され始めている。EUで は、MRAに 対する中小企業の支持が高いようである。エリクソン

としてもMRAの 結合は、規則緩和の観点か らも重要 と見ている。

9.新 製品 ・システム

欧州ではEDGE方 式 をエ リクソンが開発 したが、投資 コス トが安いだけに、郊外や地方でGSM

網 に追加投資で普及する可能有 り。都市部はUMTS方 式のW-CDMAと い う併用普及 システムとな

る。ソニー との携帯電話機事業統合の最終交渉 を行 っているが、ノキア、シーメンスとの上位争

いが熾烈になろう。最近のニュース発表としては、

●モバイル ・インターネッ トに注力。世界のWAP利 用者は2000年 末時点で2600万 人。

● プリペイ ド携帯電話のローミング ・システム(CAMEL)発 表

● コー ドレス ・インターネット・ラジオ(ブ ルーツウース活用)発 表

●GPRS電 話T39(ブ ルーツウース無線技術)発 表

●GPRS電 話T68(MMS、 カラーデイスフ.レイ、ブルースウース活用)発 表

●エンタープライズWAPゲ ー トウェイ、プロクシー2.0発 表、などが挙げられる。

※ ブルーッウースは対応機器やソフ ト開発の遅れで人気が出遅れている。

C.シ ー メ ン ス

1.

シ ー メ ンス の2000年(9月30日)通 期の売 上高 は784億 ユ ー ロで あ り、内31%が 情 報 ・通信 であ

る。情報 ・通信 は、"IandC"コ ンセ プ トの もと、表4の 業 績 リス トの ように、光、 イ ンターネ ッ

トのイ ンフラ系 を担 当す るICN(情 報 ・通信 ネ ッ トワー ク)、 モバ イルの イ ンフラ と端 末 を担 当す

るICM(情 報 ・通信 モバ イル)、 企 業系 を担 当す るSBS(シ ー メ、ンス ・ビジネスサ ー ビス〉 の事 業

本部 に分か れ ている。.ICN、ICM、SBSの2000年 の 売 上/従 業員 はそれぞ れ、114億 ユ ー ロ/53千 人 ・

90億 ユ ーロ/27千 人 、58億 ユ ー ロ/33千 人 であ る。

シーメ ンス の通信 イ ンフラ事業kお けるマ ージ ンは、11%で あ り競合 の ノキア17%、 エ リクソン

4%、 モ トロー ラ3%と 比 べ て も充分対抗 で きる数字 であ る。
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表42001年 実績 (百万 ユー口)

Q2(1-3)

売上 営業利益 利益率

情報通信ネッ トワークqCN) 2,900 150 5.2

モバイル通信機(lCM) 2,900 219 7.6 .

企 業 向 けITサ ー ビス(SBS) 1,500 14 0.9

出所)シ ーメンス社データ

同社は今年1月23日 に2001年 第1・ 四半期の決算 を発表 した。純利益は前年同期比で46%減 の5

億3800万 ユーロ(1ユ ーロ=約119円)と なった。第4・ 四半期(7-9月 期)の 最終赤字から黒字

化 した ものの、大幅減益であった。黒字化 は半導体子会社のインフィニオン社株式の売却益で同

部門の赤字 を相殺 した結果である6同 社は総合電機 メーカ「だけに 、通信、情報、半導体各部門

の経営戦略がいかに有機的に相互のシナジー効果を持てるかが課題 といえる。

ICM事 業 において、モバイル端末のシェアは98年 の8位(シ ェア3%)か ら99年 に6位(シ ェア

5%〉・2000年 に4位(シ ェア7%)に 上昇 している。さらに2001年/1-3月 期はエ リクソンを抜 き3

位に浮上 した(シ ェア6.9%)。 勝因はWAP(GSMベ ース)端 末 を、ノキア、エ リクソンに先駆 け

て導入 したことといわれている。 また、GSMイ ンフラの市場シェアは1997年 の6位(シ ェア7%)

から2000年 に1位 にそれぞれ上昇 している。

UMTSで は、77免 許の中35免 許が、サ プライヤーを決定 しているが、そのうちシーメンズは17

の受注をしている(2001年4月5日 時点)。 欧州のUMTS契 約高で第3位 である。

2.世 界戦略

現在 の市場シェアは欧州(68%)、 アジア(21%)、 米(4%)で ある。さらにモバイル事業では、

まず欧州ではGSMとUMTSに よりさらに現状のポジションを強 くするとの戦略 をもつ。アジアで

はGSM戦 略 であ るが、特 に中国ではCDMAの 第三の方式 といわれるTDp方 式 を使 ったTD -

SCDMAに ついては後述する。また、米国ではGSMに より市場参入を狙っている。

シーメンスは携帯端末機の業績が急激に悪化 している。143百 万ユーロの赤字を昨年5月 に発表

した。モバイル通信設備の黒字で、端末の赤字 をうめてICMは 黒字 を維持 している状態である。

第3四 半期は在庫整理 を行な うとしている。 リス トラ策 としては、2001年 から2002年 にかけて、

30%の 損益分岐点改善 により600百 万ユーロのコス ト削減、組 み立て工場 は ドイッ と上海 に集約

(6100人 の リス トラ)す ると発表 している。

さらに、シーメンスは3Gの 端末で東芝 と共同開発を している。シーメンスは2001年 の携帯端末

市場規模予測 を5億台(成 長率25%)と 予測 した(そ の後、下方修正)。

3.マ イ グ レーシ ョン

携帯 電話市場 の大 きなマイ グレ∵シ ョン として は

GSM→HSCSD(1999)→EDGE(2001)→UMTS(2003)を 予 想 してい る。EDGEの サ ー ビスは未 だ

始 まって い ない。米 国で はサー ビス は始 まるだ ろ う。 欧州 では、UMTS次 第 でサ ー ビスの可 能性

あ り。3つ の モー ドをサ ポー トす る端末 を必要 とす るため、普及 す るか どうか は疑 問。UMTS対 応

機種 は、2002年 第3・ 四半 期予定 であ る。

一140一



4.WAP

GSMベ ー スでのWAPは 、 時 間がか かる/回 線料 金 が高い な どの理 由か ら今後 は開発 を行 なわな

い計画 であ る。GPRSベ ー ス では、上記 の問題 を解 決す るだ ろう と考 えてい る。GPRS端 末(S54)

は2001年 夏 に発 売 した。 デー タサ ービスの予想 と しては、UMTSの サ ー ビス は、 ビジ ネスユ ース

だけで はない と考 えてい る。 ビジ ネスユ ース を考 え てい るの は、D1、D2の よ うな コングロマ ッ ト

企業 であ ろ う。E-plus社 な どは、 ゲーム などの個 人ユ ース を ターゲ ッ トに している。

5.UMTSとTD-SCDMA

シーメンスは、第3のUMTS方 式 といわれるTD-SCDMA方 式を中国に対 して戦略的に提案 して

いる唯一の会社である。中国政府 は、2002年 以降導入する次世代携帯電話サービスの採用を検討

している。中国移動(チ ャイナ ・モバイル)は 、現在GSM方 式を採用 しているため、次世代でも

欧州方式を踏襲 し、W-CDMAに 移行するとの見方が有力である。
一方、中国聯合通信 は次世代携帯方式 としてcdma2000方 式の採用を決めている。 これに対 し、

中国政府は、次世代携帯電話サービスの導入前に上の中国移動 と中国聯合通信の複合体制を改め

新規事業者 を認める公算が強い。そのために、中国独 自のTD-SCDMA方 式 を含め、3つ の方式が

加入者獲得 を競い合 う図式 を描いている。中国の携帯電話加入者は2001年4月 ついに一億人の大

台に達 している。

UTRA標 準 リリース4で 、シーメンスが積極 的に推進 してきたTD-SCDMA方 式が3GPP(第3世 代

計 画パ ー トナーシップ ・フ.ロジェク ト)に よ り合 意 される。UTRA標 準は、従来のW-CDMA

(UTRA-FDD)に 加えてさらに今回のUTRA-TDD方 式が加えられることになる。

シーメンスによると、UTRA-FDD(W-CDMA)とUTRA-TDD(HCR)は 、2001年 の欧州と日本

でスター トし、規制緩和のペースによるが全世界に展開するとしている。

1998年 以来シーメンス と中国CATTは 、TD-SCDMAを 共同開発 してきた。これは、3GPPに より

議論された3G標 準であり、中国で初めて導入 されるとされている。 トライアルは中国で2001年 は

じめからすすめ られ、2002年 末には商用可能 としている。本方式の特徴 は、音声のような双方向

対称な回線交換 とモバイルインターネットの ような非対称 なパケ ット交換に対 して対応 している

ことである。TD-SCDMAは 、最新のTDMA/TDD技 術 を使用 し、対称モー ドではCDMA方 式を適

用可能に している。TD-SCDMA3段 階の既存のGSMか ら3Gに 対するシームレスなアップグレー ド

を可能に している。第1ス テ ップは、3Gの 周波数スペク トラムを使用 したTD-SCDMA基 地局(ノ

ー ドB)が 既存のGSMコ アオーバーレイされる。これにより音声はMSC(モ バイル交換センター)

で処理され、データはSGSN(GPRSポ ー トノー ド)に より384kbpsま でサポー トされる。これによ

り、既存GSMイ ンフラにおいて3Gの 周波数スペク トラムをインテグレーションすることで、短時

間に3Gサ ービスを実現可能にする。

第2ス テ ップは、ノー ドBと コア間のインターフェイス仕様が標準化準拠になる。端末などのア

ッフ.グレー ドはこの段階では必要ない。第3ス テ ップは、新たなUMTS用 の端末が動作するために、

IPベ ースのコアとしてUMSC(UMTSモ バイル交換セ ンター)やUGSN(UMTSGPRSサ ポー トノ

ー ド)が 加わる。ノー ドBな どは変わ らない。既存 の端末はそのまま動作する。

1999年 から2000年 にかけて トラフィックは、データ ・トラフィックが音声 を越 してお り、2003

年頃の伝送スピー ド2Mbpsに 向けてモバイルデータ革新が進むと考えている。その中で もサービ

ス柔軟性が最重要課題であ り共通技術はやは りIPということになる。
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6.新 しい世界に向けての構造

回線交換の通信か らア ドレスを持 ったパケッ ト交換のデータ通信へとパラダイムシフ トしてきて

おり2つ の融合が進むと共に両方とも延びてきている。構造 を見ると接続一コントロールーサービ

スと縦につながった形 に重点が置かれ物事を考 えてきている。 またコン トロール と接続性は、今

は結びつきが強いが将来は分かれると見てお り、今後 は横 につながる形が進むと見ている。垂直

型 とは、通信事業者がISP、ASPや コンテ ンッなどを囲い込み、その利用料金を徴収するビジネス

スタイル と捉 えるものである。水平型 とは、通信事業者の上記囲い込みがオープン化 されクライ

アン トが直接をISPやASPと コンタク トす るか、もしくは、通信事業者のゲー トを使用 しない形態

をイメージし、場合 によっては料金 も通信事業者を介 さないで支払 うビジネスモデルを考えるも

のである。

7.ベ ンダーファイナンスの対応

通信事業者か ら早期に新規事業計画の入手 と事業についてディスカッシ ョンできることや事業

者が健全な発展をして、 よい関係を継続す るという点で、ノキア、エリクソン同様 ファイナンス

の要請に応 じてきている。2000年 末時点で不良化 した ものはないもののベンダーファイナンスの

累計額は多額になっている。

D.ル ーセ ン ト・テクノロジー社

1.名 門企業の没落

AT&Tを ッールに持つ名門ルーセン ト・テクノロジー(以 下ルーセン ト)は2000年10月 に重役

会にてマギン会長(CEO)を 更迭 して、ヘ ンリー ・シャク ト新会長を選出 した。オニール現財務

長官をはじめ、そうそうたる社外重役陣 を有する会議でマギン氏の経営戦略は否定 された。後任

のシャク ト会長は大胆な再生計画で難局を乗 り切ろうと必死である。

では、業績悪化の要因はどこにあったのか。2000年 の実績は、売上高315億8900万 ドルに対 し

て利益 は10億 ドルの赤字 を記録 した。1年 後 にIT不 況 に直面 したモ トローラやノーテル ・ネ ット

ワークス(以 下ノーテル)と 対象的な業績悪化であった。最大の要因は底流 にあるAT&T時 代か

らの官僚主義的体質にある、と指摘する声が多い。研究開発か ら製品化 プロセス、販売にいたる

ライバル ・メーカーとのスピー ド格差の問題 と置 き換 えられる。それほ どAT&Tの 存在が今 も大

きいのか、計 りようがない。 しか し、事実 として、AT&Tの ニーズに応えるのに腐心 して産業界

の新潮流 を看過 した点 は否定で きない。例えば、利潤幅の大 きい大型交換機 に固執 して、成長市

場へのシフ トが遅れた点である。

2.イ ンターネット時代に出遅れ

ライバル会社のインターネッ ト分野への積極的な参入 との格差 も挙げ られる。特 に、ノーテル

は高速光ファイバー ・システム開発に成功 し、ネ ットワークの強化が促進されてきた。その結果、

光伝送装置の世界市:場シェアは2000年 第3四 半期で、1位 のノーテルが53%、 ルーセン トが16%、

と大差がついた。2000年 通年でも前者が45%、 後者が25%と2社 のシェア格差は大 きい。2000年

に89億 ドル市場に成長 したDWDM装 置では、ノーテル53%、 ルーセン トが16%に 開いた。この

DWDM装 置市場はKMI調 査 によれば、2005年 に向けて年間4割 拡大 し、2005年 には約540億 ドル
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市場規模 に拡大する予定である。

経営者の責任 として時代 の潮流を読む資質が問われている。ルーセントの場合、インターネッ

ト時代到来に対する認識スピー ドがライバル各社に遅れた、 と多 く専門家から指摘される。 また、

音声通信からデータ通信 にシフトす る改革 を読み きれなかった。言い換 えれば、オール ド・エ コ

ノミー体質か ら脱皮 し、ニューエコノミー経済 との調和、相互依存が必要不可欠になっていたは

ずである。

3.新 ビジネスモデル描けず

私は2000年 末に 「ITビジネスモデル日米ウォーズ」(実 業之日本社)(注9)を 出版 したが、その

本の中で米国で"急 成長する企業の条件"を 調査分析 して紹介 している。私ρ主張する条件 には、

① 顧客のこ7ズ を的確に読み取 り、顧客 との関係重視 を最優先、

② ス ピィーディで測定可能なビジネスモデルの策定、

③eビ ジネスにグローバル視点の導入 とブラン ドカの強化、

④ 持続可能な競争優位性の有無の価値判断、

などが含まれる。逆説的だが、ルーセントの経営が上記条件に合致 していたかは疑問だ。

ルーセン トの もう一つの悩みは、技術者の大量退社 であろう。人員削減、 リス トラの発表以前

から前述の企業体質 に合わない技術者が大量に辞めている。シリコンバ レーのベンチャー企業群

は優秀な技術者獲得 にス トックオプションや各種 インセンティブを付加 させてスカウ トに奔走 し

ていた時期だけに、ITブ ームに乗 った転職やスピンオフは日常茶飯事であった。 しか し、現在は

IT株 価の下落:で、ス「トックオプションの魅力 も低下 し、IT業 界 も選別の時代を迎 え、業績悪化 で高

級待遇による技術者の囲い込みは急減 し始めている。

4、 買収 ・拡張主義の後遺症

ルーセント首脳は、「経営失敗の原因は11部 門へ広 げた事業の急拡大 に有する」と指摘 している。

その代表例が99年6月 に買収 したアセン ド・コミュニケーシ ョンとの合併である。240億 ドルの巨

費をかけたルーター大手企業の買収は、ノーテルのベイ ・ネッ トワーク買収ケースより1年 近 く

遅かった。アセン ド社はリモー ト・アクセス機器及びATM交 換機分野の主力企業で新規参入の通

信事業会社やIP企 業への売 り込み実績が高い。その点、ルーセン トはAT&Tに 独 占的に光伝送装

置を供給 して きたごとく、旧ベル系電話会社への食 い込みは伝統的に強いので、両者の販売市場

の重複 は余 りない し、IPとATMの 結合 を目指す次世代 ブロー ドバ ンド技術的志向が一致する理想

的な合併 と思われた。問題は前述の企業カルチ ャーの相違である。名門企業 とベ ンチャー企業の

企業カルチャーの融和が簡単でないことを証明 して しまった。
一方、事業の急拡大の反省から今度は事業部門の整理が始 まった。事業の拡大の方だが、98年

だけで7つ のデータ ・ネッ トワーク機器会社 を含 む11社 を買収 した。その後縮小に向か う訳 だが、

2000年9月 にAVAYAに 企業通信部門を分離 し、12月 に半導体部門会社 も分離 した。昨年3月 にマ

イクロエ レク トロニクス部門のアジール ・システムズを分離する。ウォールス トリー トジャーナ

ル紙 は、光ファイバー ・ソリューション部門 もいずれ売却する可能性がある、 と報 じている。ア

ジール社 はIPO(新 規株式公開)に 踏み切 り、ルーセ ントはリス トラ対策用の原資 を確保 した。ル

ーセン トのスタンダー ト・アンド・プアーズ社の格付 けが 「BBB」、ム冖 ディーズが 「Baa3」と低

い方向に下降中である。従って、 アジールの上場株価 と格付 けが期待値 に達 しなければ、ルーセ
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ン トの格付け信用はさらに下降 し、キャッシュフローが不十分 となり、最悪の場合証券会社の投

資ポー トフォリオ ・リス トから消える。起死 回生の リス トラ対策や再生計画 には65億 ドルの経費

が必要 とされ、信用 ローン調達を銀行 に要請 していたが、J.Pモルガン投資銀行が45億 ドルの融資

に応 じた。残 りはアジール社の新規株式公開で入手する戦略だ。

5.始 動 した再生計画

同社はアジア市場ぺの売 り込みに非常に熱心で、2000年12月 香港で開催されたITU厂 テレコム

アジア」(注10)で は,連 日の報道陣への中国市場や新IP関 連製品 ・システムの企業戦略のフィー

リングに余念が無かった。売上高 トップ ・グループを走 り、世界 トップ永準のベル研究所(注11)

を有 し、高額な研究開発費(研 究開発費の売上げ高比 も2桁 ベース)を 支出 してきた同社が利益が

出ない体質に陥った諸要因、経緯は以上の分析の通 りである。

ルーセン トは2000年10、2月 期で10億 ドルの営業損失 を出 した。 こうした業績悪化 に対 して利

益創出のための組織改革を同年末に発表 した。それ らは、

① 本社管理部門の統合

② 二重の市場調査機能の削減

③ 販売サポー ト向け技術支援

④ 研究開発施設(ρ海外 シフ トーイン ド、日本、・中国

⑤ 年間ベースの予算 システム廃止

などである。マギン会長からバ ト≧タッチしたシャフ ト会長は早速大手術の再生計画 に着手 した

わけだ。さらに、大 リス トラ計画を発表 した。その中で 「20億ドルのコス ト削減」 「1万6千人の

人員整理」「通信サービス会社向け事業などへ特化」が出色である。

企業の部分売却 として、光 ファイバー部門は古河電工に売却 した。ただ し、中国事業部門は米

コーニング ・グラス社が取得 している。

起死 回生 を計るルーセン ト社はCEO(最 高経営責任者)と してバ トリシア ・ルーソー女史(49

歳)を 起用 した。彼女は社長に就任 し、シャク ト会長 は現職 にとどまった。ルーソー女史はIBM

から1981年AT&Tに 入 り、昨年4月 にイース トマン ・コダック社の社長に抜擢 されたばかりだった。
AT&T及 び、分離 したルーセント社 に合計20年 近 く勤務 した経験を持つ。同社が2001年 度162億 ド

ルの赤字 を計上 し、昨年発表の1万6千 人 リス トラに加 え、もう一段の リス トラを余儀な くされて

いるだけに、思い切った経営戦略が必要とされる。株価 は1999年 末のピーク時に比べ、8割 も下

降 しているだけに財務体質の強化がなによりも急務 といえる。通信事業者の米国市場設備投養が

2002年 はブロー ドバ ンドや次世代携帯電話部門の先送 りなどで、前年比3割 近 く削減 という悲観的

な予測が される中、インターネッ ト(デ ニタ ・サービス)市 場への強力な新製品 ・サービス、ソ

リューション ・ビジネスに優先順位を付加する選択技が浮上 している。

結 論

本稿 はノキア.(フ ィンランド)、エリクソン(ス ウェーデン)、 シーメンズ(ド イツ)、ルーセン

ト(米 国)4大 メーカーを訪問して直接各社幹部 との ヒアリングを実施 して経営戦略を調査分析 し

た内容を中心にまとめた ものである。不況計画 と再生計画 に余念がないIT産 業に通 じる最大公約
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数的な特徴 は1章 ～2章 にすでに整理 している。2章 には解決策 も紹介 した。そのベースをなす4社

のケースス タデ ィは3章 にまとめた。各社 のビジネス戦略、アウ トソーシングの它MS、 リス トラ

問題、そ して、新製品、システム、サービス分野での新機軸の構築、新役員体制、研究開発の強

化策 などに関する多岐にわたる情報収集に基づいて研究分析 したつもりである。

IT各 社 に共通するのは 「国際競争力」強化志向並びに国際市場 アクセスに対する積極的なアプ

ローチである。とりわけモバ イルに特化 したノキア経営の成功 と、通信 に固執・したルーセントの

経営上の失敗の背後には 「モバイル」「インターネット」2大 部門優位への先見性及びスピー ド経

営方式採択の"選 択 と集中"実 行に対する相違 と判断で きる。その点、 日本のITメ ーカーも業績

不振か ら、再生にかけて大規模なリス トラの真最中である。2002年 末か ら2003年 前半にかけて世

界のIT市 場は再び回復する予想が主流 といえる。そのシナリオを前提に新大型市場 となるブロー

ドバ ンド並びに第3世 代携帯電話戦略で欧米競合企業 との競争に対するビジネス戦略策定に本稿が

役立てば幸いである。

注1)WLLは ワイヤレス ・ローカル ・ループのことだが、無線で地域内通信網を構築する手段

として注 目されている。オフィスや住居へのラス ト・ワンマイル低 コス ト設備投資のひ

とつだ。

注2> 、ADSLは 既存 の電話回線を利用 して、電話局から家庭 まで、下 り方向で1.5Mビ ット/秒 、

上 り方面で16Kビ ット/秒 の通信が実現できる技術。

注3)PCSは 米国版のパーソナル通信サービス。PCSは 使用 目的に制限はなく、狭帯域PCSと 広

帯域PCSの2種 類の免許がある。、

注4)WAPは ワイヤレス ・アプリケーシ ョン ・プロ トコルのこと。欧州中心のWAPは 日本のi

モー ドと性能、コンテンッで比較される。

注5)GPRSは25世 代 の携帯電話方式 と呼ばれ、GSM方 式の延長上にあるため、第3世 代 に比

較 して新規設備投資が少な くて済む。

注6)GSMは グローバル ・システム ・フォ ・モバ イル ・コミュニケーションの略で汎欧州デジ

タル ・セルラー構想 として世界各国に普及 している携帯電話方式。

注7)EMSは エレク トロニック ・マニュファクチ ャリング ・サービスの略である。IT企 業が リ

ス トラの一環 として専門メーカーにアウトソーシングを行うのがブームになっている。

注8)ブ ロー ドバ ンドは、高速大容量の通信手段 として普及が始 まっている。ADSL、ISDN、

ケーブルTV、 モバイル、衛星通信な ど多様 なチ ャンネルが競合 している。

注9)ITビ ジネスモデルは技術革新の激 しいIT分 野でインターネッ トを活用 した新 ビジネスモ

デルが相次いで誕生 している。

注10)ITU「 テレコムアジア」は隔年アジアの主要都市でITUの 主催で開かれる。ホンコン会

場では、中国市場向けの製品、システムが優先的に展示 されていた。

注11)ベ ル研究所はAT&T時 代から米国最大の情報通信研究所 として君臨して きた。所長のマ
ーチ ン氏 に面会 したが

、ルーセ ント社 の付属研究所 に移動 してからは基礎研 究よりも商

業化研究に重点がシフ トした、 と説明 していた。
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